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1212の独立した電力系統の独立した電力系統

多良間島多良間島

宮古島宮古島
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石垣島石垣島

GuangzhouGuangzhou

Hong KongHong Kong
HanoiHanoi

与那国島与那国島

基本基本基本基本データデータデータデータ基本基本基本基本データデータデータデータ

人口・世帯数は人口・世帯数は20142014年年44月月11日現在日現在

面積は面積は20132013年年1010月月11日現在日現在

県内総生産（実質）は県内総生産（実質）は20122012年度年度

観光収入は観光収入は20122012年度年度

（出所：沖縄県、国土地理院）（出所：沖縄県、国土地理院）

◇◇◇◇◇◇◇◇ 人口人口人口人口のののの約約約約人口人口人口人口のののの約約約約99割割割割はははは沖縄本島沖縄本島沖縄本島沖縄本島にににに集中集中集中集中しているしているしているしている。。。。割割割割はははは沖縄本島沖縄本島沖縄本島沖縄本島にににに集中集中集中集中しているしているしているしている。。。。

◇◇◇◇◇◇◇◇ 県内総生産全体県内総生産全体県内総生産全体県内総生産全体のののの約約約約県内総生産全体県内総生産全体県内総生産全体県内総生産全体のののの約約約約99割割割割をををを、、、、商業商業商業商業・・・・金融金融金融金融・サービス・サービス・サービス・サービス業等業等業等業等のののの第第第第割割割割をををを、、、、商業商業商業商業・・・・金融金融金融金融・サービス・サービス・サービス・サービス業等業等業等業等のののの第第第第33次産業次産業次産業次産業がががが占占占占めるめるめるめる。。。。次産業次産業次産業次産業がががが占占占占めるめるめるめる。。。。

Las PalmasLas PalmasLas PalmasLas Palmas (Canary Islands)(Canary Islands)(Canary Islands)(Canary Islands) 28゜6N28゜6N28゜6N28゜6N

DubaiDubaiDubaiDubai (UAE)(UAE)(UAE)(UAE) 25゜18N25゜18N25゜18N25゜18N

MiamiMiamiMiamiMiami (Florida,USA)(Florida,USA)(Florida,USA)(Florida,USA) 25゜46N25゜46N25゜46N25゜46N

同程度同程度同程度同程度のののの緯度緯度緯度緯度にににに位置位置位置位置するするするする世界世界世界世界のののの都市都市都市都市

人口人口 1,414,1481,414,148人人

世帯数世帯数 550,685550,685世帯世帯

面積面積 2,2762,276 ㎢㎢

気候気候 亜熱帯性気候亜熱帯性気候

位置位置 2626゜゚12N12N 127127゜゚41E41E

県内総生産県内総生産((実質実質) ) 44兆兆3,2103,210億円億円

観光収入観光収入 3,9973,997億円億円

波照間島波照間島



設立年月日設立年月日 19721972年年55月月1515日日

資本金資本金 7575億億88千千66百万円百万円

株主数株主数 7,9947,994名名

証券コード証券コード 95119511

供給区域供給区域 沖縄県沖縄県

お客さま数お客さま数
電灯電灯 8181万万 44千口千口
電力電力 66万万 00千口千口
合計合計 8787万万 55千口千口

電灯電灯 2929億億 5555百万百万kWhkWh

電力電力 4646億億 11百万百万kWhkWh

沖縄県全域沖縄県全域沖縄県全域沖縄県全域をををを供給区域供給区域供給区域供給区域としとしとしとし沖縄県全域沖縄県全域沖縄県全域沖縄県全域をををを供給区域供給区域供給区域供給区域としとしとしとし、、、、、、、、東西東西東西東西東西東西東西東西11千千千千千千千千kmkm、、、、、、、、南北南北南北南北南北南北南北南北44百百百百百百百百kmkmのののの広大広大広大広大なななな海域海域海域海域にににに点在点在点在点在するするするする沖縄本島沖縄本島沖縄本島沖縄本島ををををのののの広大広大広大広大なななな海域海域海域海域にににに点在点在点在点在するするするする沖縄本島沖縄本島沖縄本島沖縄本島をををを含含含含むむむむ含含含含むむむむ3838のののの有人有人有人有人のののの島々島々島々島々のののの有人有人有人有人のののの島々島々島々島々

にににににににに電力電力電力電力をををを供給供給供給供給電力電力電力電力をををを供給供給供給供給。。。。。。。。他社他社他社他社とのとのとのとの送電線送電線送電線送電線のののの連系連系連系連系はははは他社他社他社他社とのとのとのとの送電線送電線送電線送電線のののの連系連系連系連系ははははなくなくなくなくなくなくなくなく、、、、、、、、当社当社当社当社当社当社当社当社単独単独単独単独のののの系統系統系統系統単独単独単独単独のののの系統系統系統系統。。。。。。。。離島地域離島地域離島地域離島地域はさらにはさらにはさらにはさらに小規模小規模小規模小規模なななな系統系統系統系統にににに分分分分かれるかれるかれるかれる離島地域離島地域離島地域離島地域はさらにはさらにはさらにはさらに小規模小規模小規模小規模なななな系統系統系統系統にににに分分分分かれるかれるかれるかれる。。。。。。。。

沖縄電力沖縄電力沖縄電力沖縄電力のののの概要概要概要概要沖縄電力沖縄電力沖縄電力沖縄電力のののの概要概要概要概要沖縄電力沖縄電力沖縄電力沖縄電力のののの概要概要概要概要沖縄電力沖縄電力沖縄電力沖縄電力のののの概要概要概要概要

総資産額総資産額
4,0854,085億億 77千千00百万円百万円 （単体）（単体）
4,2834,283億億 33千千33百万円百万円 （連結）（連結）

売上高売上高
1,7201,720億億 55千千99百万円百万円 （単体）（単体）
1,7921,792億億 66千千66百万円百万円 （連結）（連結）

従業員数従業員数 1,5311,531名名 （連結：（連結：2,5622,562名）名）

販売電力量販売電力量
電力電力 4646億億 11百万百万kWhkWh

（うち特定規模需要（うち特定規模需要 1212億億 1010百万百万kWhkWh））
合計合計 7575億億 5656百万百万kWhkWh

供給設備供給設備

汽力汽力 55ヶ所ヶ所 167167万万 44千千kWkW

石油石油 （（22ヶ所）ヶ所） （（4242万万00千千kWkW））
石炭石炭 （（22ヶ所）ヶ所） （（7575万万22千千kWkW））
LNG         LNG         （（11ヶ所）ヶ所） （（5050万万22千千kWkW））

ｶﾞｽﾀｰﾋﾞﾝｶﾞｽﾀｰﾋﾞﾝ 44ヶ所ヶ所 2929万万 11千千kWkW

内燃力内燃力 1313ヶ所ヶ所 1717万万 44千千kWkW

20142014年年33月月3131日現在日現在
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格付会社格付会社格付会社格付会社格付会社格付会社格付会社格付会社 S&PS&P Moody’sMoody’s R&IR&I JCRJCR

格格格格格格格格 付付付付付付付付 AAAA－－ Aa3Aa3 AAAA AAAAAA

見通見通見通見通しししし（（（（方向性方向性方向性方向性・ｱｳﾄﾙｯｸ・ｱｳﾄﾙｯｸ・ｱｳﾄﾙｯｸ・ｱｳﾄﾙｯｸ））））見通見通見通見通しししし（（（（方向性方向性方向性方向性・ｱｳﾄﾙｯｸ・ｱｳﾄﾙｯｸ・ｱｳﾄﾙｯｸ・ｱｳﾄﾙｯｸ）））） ネガティブネガティブ 安定的安定的 安定的安定的 安定的安定的

格付取得状況格付取得状況格付取得状況格付取得状況格付取得状況格付取得状況格付取得状況格付取得状況

※※ 20142014年年33月月3131日日現在の長期優先債務格付現在の長期優先債務格付



20132013年度決算年度決算年度決算年度決算のののの概要概要概要概要年度決算年度決算年度決算年度決算のののの概要概要概要概要（（（（対前年度対前年度対前年度対前年度））））（（（（対前年度対前年度対前年度対前年度））））20132013年度決算年度決算年度決算年度決算のののの概要概要概要概要年度決算年度決算年度決算年度決算のののの概要概要概要概要（（（（対前年度対前年度対前年度対前年度））））（（（（対前年度対前年度対前年度対前年度））））

（単位：百万円、倍）

連 結 単 体 連単倍率

H24

（実績）

H25

（実績）
増減率

H24

（実績）

H25

（実績）
増減率

H24

（実績）

H25

（実績）

売 上 高 166,439 179,266 +7.7% 158,911 172,059 +8.3% 1.05 1.04

営 業 利 益 8,969 8,693 △3.1% 7,047 6,788 △3.7% 1.27 1.28

経 常 利 益 6,307 6,936 +10.0% 4,309 5,207 +20.8% 1.46 1.33

連結連結連結連結・・・・単体単体単体単体ともにともにともにともに増収増益増収増益増収増益増収増益（（（（連単連単連単連単ともともともともにににに8年年年年ぶりぶりぶりぶり））））

当 期 純 利 益 4,318 4,731 +9.5% 3,098 3,917 +26.4% 1.39 1.21

【 費用 】

� 電気事業において、修繕費などの減少

� 電気事業において、燃料費、減価償却費、他社購入電力料、固定資産除却費等の増加

【 収益 】

� 電気事業において、販売電力量の増加や燃料費調整制度等の影響による売上高の増加

� 連結子会社において、外部向け売上高の減少
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20142014年度収支見通年度収支見通年度収支見通年度収支見通しししし年度収支見通年度収支見通年度収支見通年度収支見通しししし20142014年度収支見通年度収支見通年度収支見通年度収支見通しししし年度収支見通年度収支見通年度収支見通年度収支見通しししし

（単位：百万円、倍）

連 結 単 体 連単倍率

H25
(実績)

H26
(見通し)

増減率
【参考】

Ｈ26上期
(見通し)

H25
(実績)

H26
(見通し)

増減率
【参考】

Ｈ26上期
(見通し)

H25
(実績)

H26
(見通し)

売 上 高 179,266 186,800 +4.2% 99,300 172,059 179,300 +4.2% 95,900 1.04 1.04

営 業 利 益 8,693 8,500 △2.2% 8,800 6,788 7,300 +7.5% 8,600 1.28 1.16

経 常 利 益 6,936 6,300 △9.2% 7,700 5,207 5,000 △4.0% 7,600 1.33 1.26

【 収益 】

� 電気事業において、電灯電力料や再エネ特措法交付金の増

連結連結連結連結・・・・単体単体単体単体ともにともにともにともに増収減益増収減益増収減益増収減益（（（（連結連結連結連結・・・・単体単体単体単体ともにともにともにともに2年年年年ぶりぶりぶりぶり））））

【 費用 】

� 電気事業において、燃料費や他社購入電力料の増

� 電気事業において、固定資産除却費や減価償却費の減

当 期 純 利 益 4,731 4,700 △0.7% 5,800 3,917 3,900 △0.4% 5,800 1.21 1.21
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販売電力量販売電力量販売電力量販売電力量販売電力量販売電力量販売電力量販売電力量 （（（（実績実績実績実績））））（（（（実績実績実績実績））））

電力電力電力電力電力電力電力電力需要実績需要実績需要実績需要実績需要実績需要実績需要実績需要実績電力電力電力電力電力電力電力電力需要実績需要実績需要実績需要実績需要実績需要実績需要実績需要実績

（（（（（（（（電灯電灯電灯電灯電灯電灯電灯電灯））））））））

•• お客さま数の増加に加えお客さま数の増加に加え、、夏場の気温が高めに推移したことなど夏場の気温が高めに推移したことなど

により前年度を上回ったにより前年度を上回った（（33..66%%））

（（（（（（（（電力電力電力電力電力電力電力電力））））））））

•• 業務用電力における新規お客さまによる需要増に加え業務用電力における新規お客さまによる需要増に加え、、夏場の夏場の

高気温の影響などにより前年度を上回った高気温の影響などにより前年度を上回った（（33..11%%））

（（（（（（（（合計合計合計合計合計合計合計合計））））））））

•• 以上により以上により、、全体としては全体としては7575億億55千千66百万百万kWhkWhとなりとなり、、前年度を前年度を

上回った上回った（（33..33％％））

（単位：百万（単位：百万kWhkWh、、%%））

20122012年度年度
実績実績

20132013年度年度 対前年対前年
伸び率伸び率計画計画 実績実績 計画比計画比

電 灯電 灯 2,8512,851 2,9682,968 2,9552,955 99.699.6 3.63.6

電 力電 力 4,4634,463 4,5764,576 4,6014,601 100.5100.5 3.13.1

合合 計計 7,3147,314 7,5447,544 7,5567,556 100.2100.2 3.33.3

参参

考考

民生用需要民生用需要 6,0516,051 6,2536,253 6,2566,256 100.0100.0 3.43.4

産業用需要産業用需要 1,2631,263 1,2911,291 1,3001,300 100.8100.8 3.03.0

大 口 電 力大 口 電 力
830830 855855 856856 100.0100.0 3.03.0
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（単位：百万（単位：百万kWhkWh、、千千kWkW））

20122012年度年度 20132013年度年度

電力量電力量 構成比構成比 電力量電力量 構成比構成比 最大出力最大出力 構成比構成比

自自

社社

石 炭石 炭 4,5634,563 54.9%54.9% 4,4484,448 52.3%52.3% 752752 27.4%27.4%

石 油石 油 1,6191,619 19.5%19.5% 1,2551,255 14.8%14.8% 1,1801,180 43.0%43.0%

L N GL N G 537537 6.5%6.5% 1,0511,051 12.3%12.3% 502502 18.2%18.2%

計計 6,7196,719 80.9%80.9% 6,7546,754 79.4%79.4% 2,4342,434 88.6%88.6%

他社他社（（石炭石炭）） 1,4921,492 17.9%17.9% 1,5781,578 18.5%18.5% 312312 11.4%11.4%

そ の 他そ の 他 102102 1.2%1.2% 174174 2.1%2.1% －－ －－

合 計合 計 8,3138,313 100.0%100.0% 8,5068,506 100.0%100.0% 2,7462,746 100.0%100.0%

（（（（（（（（発電設備発電設備発電設備発電設備発電設備発電設備発電設備発電設備））））））））

•• 最大出力は最大出力は、、前年度と比べ前年度と比べ251251,,700700kWkWの増加の増加

吉の浦火力発電所吉の浦火力発電所22号機号機（（++251251,,000000kWkW））

与那国発電所与那国発電所99号機号機（（++11,,000000kWkW））

渡嘉敷発電所渡嘉敷発電所44号機号機（（△△300300kWkW））

（（（（（（（（発受電実績発受電実績発受電実績発受電実績発受電実績発受電実績発受電実績発受電実績））））））））

•• 発受電電力量は発受電電力量は、、前年度と比べ前年度と比べ 22..33%%の増加の増加

•• LNGLNG（（吉の浦吉の浦））の割合がの割合が55..88ポイント増加ポイント増加

•• 自社分の石炭火力の割合は自社分の石炭火力の割合は22..66ポイント減少ポイント減少、、

石油火力の割合は石油火力の割合は44..77ポイント減少ポイント減少

•• 他社分を含む石炭火力の割合は他社分を含む石炭火力の割合は7070..88%%

（（（（参考参考参考参考））））発電設備及発電設備及発電設備及発電設備及びびびび発受電実績発受電実績発受電実績発受電実績（（（（参考参考参考参考））））発電設備及発電設備及発電設備及発電設備及びびびび発受電実績発受電実績発受電実績発受電実績

（（ 再 掲再 掲 ））
830830 855855 856856 100.0100.0 3.03.0



販売電力量販売電力量販売電力量販売電力量販売電力量販売電力量販売電力量販売電力量 （（（（（（（（20142014201420142014201420142014年度見通年度見通年度見通年度見通しししし））））年度見通年度見通年度見通年度見通しししし））））

電力電力電力電力電力電力電力電力需要見通需要見通需要見通需要見通しししし（（（（需要見通需要見通需要見通需要見通しししし（（（（20142014201420142014201420142014年度年度年度年度・・・・長期長期長期長期））））年度年度年度年度・・・・長期長期長期長期））））電力電力電力電力電力電力電力電力需要見通需要見通需要見通需要見通しししし（（（（需要見通需要見通需要見通需要見通しししし（（（（20142014201420142014201420142014年度年度年度年度・・・・長期長期長期長期））））年度年度年度年度・・・・長期長期長期長期））））

（（（（（（（（電灯電灯電灯電灯電灯電灯電灯電灯））））））））

•• 前年度夏場の高気温による需要増からの減少が見込まれるもの前年度夏場の高気温による需要増からの減少が見込まれるもの

のの、、お客さま数の増加による需要増により前年度お客さま数の増加による需要増により前年度を上回る見通しを上回る見通し

（（対前年伸び率：対前年伸び率：00..33％％））

（（（（（（（（電力電力電力電力電力電力電力電力））））））））

•• 前年度夏場の高気温による需要増からの減少が見込まれるもの前年度夏場の高気温による需要増からの減少が見込まれるもの

のの、、業務用電力における新規お客さまによる需要増や業務用電力における新規お客さまによる需要増や大口電力大口電力

の需要増により前年度並みとなる見通しの需要増により前年度並みとなる見通し（（対前年伸び率：対前年伸び率： 00..00％％））

（（（（（（（（合計合計合計合計合計合計合計合計））））））））

•• 以上により以上により、、全体としては全体としては7575億億66千千44百万ｋＷｈとなり百万ｋＷｈとなり、、ほぼ前年度ほぼ前年度

（単位：百万（単位：百万kWhkWh、、%%））

20132013年度年度
実績実績

20142014年度年度
見通し見通し

対前年対前年
伸び率伸び率

電 灯電 灯 2,9552,955 2,9632,963 0.3(1.4)0.3(1.4)

電 力電 力 4,6014,601 4,6014,601 0.0(1.2)0.0(1.2)

合合 計計 7,5567,556 7,5647,564 0.1(1.3)0.1(1.3)

参参

考考

民 生 用 需 要民 生 用 需 要 6,2566,256 6,2566,256 0.0(1.5)0.0(1.5)

産 業 用 需 要産 業 用 需 要 1,3001,300 1,3081,308 0.6(0.6)0.6(0.6)

大 口 電 力大 口 電 力
856856 865865 1.1(1.1)1.1(1.1)

販売電力量販売電力量販売電力量販売電力量販売電力量販売電力量販売電力量販売電力量 （（（（長期見通長期見通長期見通長期見通しししし（（（（長期見通長期見通長期見通長期見通しししし））））））））

並みとなる見通し並みとなる見通し（（対前年伸び率：対前年伸び率： 00..11％％））

（（（（（（（（電灯電灯電灯電灯電灯電灯電灯電灯））））））））

•• 人口の増加等に伴うお客さま数の増加やオール電化住宅の普人口の増加等に伴うお客さま数の増加やオール電化住宅の普

及などにより及などにより、、堅調に伸びる見通し堅調に伸びる見通し（（年平均伸び率：年平均伸び率：11..00％％））

（（（（（（（（電力電力電力電力電力電力電力電力））））））））

•• 観光客の増加等を背景とした宿泊施設や商業観光客の増加等を背景とした宿泊施設や商業・・娯楽施設等の増娯楽施設等の増

加や人口の増加に伴う生活関連需要加や人口の増加に伴う生活関連需要（（食料品製造業や水道業食料品製造業や水道業））

の増加によりの増加により、、堅調に伸びる見通し堅調に伸びる見通し（（年平均伸び率：年平均伸び率： 11..00％％））

（（（（（（（（合計合計合計合計合計合計合計合計））））））））

•• 以上により以上により、、全体として全体としてはは8181億億55千千66百万百万ｋＷｈとなりｋＷｈとなり、、堅調に伸び堅調に伸び

る見通しる見通し（（年平均伸び率：年平均伸び率： 11..00％％））

（（ 再 掲再 掲 ））
856856 865865 1.1(1.1)1.1(1.1)

※※表中（表中（ ）内の伸び率は気温補正後（暫定値））内の伸び率は気温補正後（暫定値）

（単位：百万（単位：百万kWhkWh、、%%））

20022002年度年度
実績実績

20122012年度年度
実績実績

20232023年度年度
見通し見通し

20022002--20122012

年平均伸び率年平均伸び率
20122012--20232023

年平均伸び率年平均伸び率

電 灯電 灯 2,7042,704 2,8512,851 3,1763,176 0.50.5 (0.6)(0.6) 1.01.0 (1.0)(1.0)

電 力電 力 4,1794,179 4,4634,463 4,9804,980 0.70.7 (0.8)(0.8) 1.01.0 (1.0)(1.0)

合合 計計 6,8836,883 7,3147,314 8,1568,156 0.60.6 (0.7)(0.7) 1.01.0 (1.0)(1.0)

参参

考考

民 生 用 需 要民 生 用 需 要 5,6595,659 6,0516,051 6,8146,814 0.70.7 (0.8)(0.8) 1.11.1 (1.1)(1.1)

産 業 用 需 要産 業 用 需 要 1,2241,224 1,2631,263 1,3421,342 0.3 (0.3)0.3 (0.3) 0.6 (0.6)0.6 (0.6)

大 口 電 力大 口 電 力
（（ 再 掲再 掲 ））

836836 830830 878878 ▲▲0.1(0.1(▲▲0.1)0.1) 0.50.5 (0.5)(0.5)

※※表中（表中（ ）内の伸び率は気温補正後）内の伸び率は気温補正後
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設備投資計画設備投資計画設備投資計画設備投資計画（（（（電気事業電気事業電気事業電気事業設備投資計画設備投資計画設備投資計画設備投資計画（（（（電気事業電気事業電気事業電気事業ⅠⅠⅠⅠⅠⅠⅠⅠ））））））））設備投資計画設備投資計画設備投資計画設備投資計画（（（（電気事業電気事業電気事業電気事業設備投資計画設備投資計画設備投資計画設備投資計画（（（（電気事業電気事業電気事業電気事業ⅠⅠⅠⅠⅠⅠⅠⅠ））））））））

20132013

((H25)H25)

20142014

((H26)H26)

20152015

((H27)H27)

20162016

((H28)H28)

20192019

((H31)H31)

20212021

((H33)H33)

20182018

((H30)H30)

20172017

((H29)H29)

電
気
事
業

電
気
事
業

20222022

((H34)H34)

20202020

((H32)H32)

宮古第二5号

西那覇友寄幹線

友寄変電所増設

(連系用変圧器1号関連)

20232023

((H35)H35)

吉の浦火力2号 （2013/5 運転開始)

石垣第二6号

吉の浦マルチガスタービン1号
電
源
開
発

電
源
開
発

友寄変電所増設

(連系用変圧器2号関連)
渡口変電所増設 （2014/1 使用開始)そ

の
他

そ
の
他 大宜味風力 （2014/3 使用開始)

粟国可倒式風力発電設備

【【設備投資額設備投資額】】

注1）電源開発は、2013年度に運転開始、もしくは2014年度以降において本島は10年間、離島は5年間に運転開始を予定し、かつ出力が1万kW以上のものを記載している。

注2）流通設備は、使用電圧が132kV以上で、2013年度に使用開始、もしくは2014年度以降10年間に使用開始する予定のものを記載している。

粟国可倒式風力発電設備

(単位：億円）

2013 2014 2015

(H25) (H26) (H27)

【 実績 】

１２６ １０５ ４１

送　　電 ３２ ４４ ７５

変　　電 ４０ ４６ ４２

配　　電 ５１ ７４ ６４

小　　計 １２４ １６４ １８１

１８ １３ １０

２６８ ２８２ ２３２

(注) 四捨五入の関係で合計値が合わないことがあります。

流

　

　

通

そ の 他

合　　計

年 度 

 設 備 別

電　　源

� 設備投資計画を進めるにあたっては、設計・契

約・施工の各段階におけるコスト低減策の定着化

に努め、更なる効率化を図っていく。

� その結果、2014年度の設備投資額は282億円と

なる見込み。

� 当面、大規模な設備投資は計画されていない。
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設備投資計画設備投資計画設備投資計画設備投資計画（（（（電気事業電気事業電気事業電気事業設備投資計画設備投資計画設備投資計画設備投資計画（（（（電気事業電気事業電気事業電気事業ⅡⅡⅡⅡⅡⅡⅡⅡ））））））））設備投資計画設備投資計画設備投資計画設備投資計画（（（（電気事業電気事業電気事業電気事業設備投資計画設備投資計画設備投資計画設備投資計画（（（（電気事業電気事業電気事業電気事業ⅡⅡⅡⅡⅡⅡⅡⅡ））））））））

20132013

（（H25 H25 ））

【【実績実績】】

20142014

（（H26 H26 ））

20152015

（（H27 H27 ））

20162016

（（H28 H28 ））

20172017

（（H29 H29 ））

20182018

（（H30 H30 ））

20192019

（（H31 H31 ））

20202020

（（H32 H32 ））

20212021

（（H33 H33 ））

20222022

（（H34 H34 ））

20232023

（（H35 H35 ））

需
給
バ
ラ
ン
ス

需
給
バ
ラ
ン
ス

最大電力最大電力 1,4321,432 1,4261,426 1,4341,434 1,4421,442 1,4531,453 1,4641,464 1,4751,475 1,4851,485 1,4961,496 1,5061,506 1,5151,515

供給力供給力 2,2712,271 2,0632,063 2,0972,097 2,1402,140 2,1462,146 2,1022,102 2,2072,207 2,0722,072 2,0812,081 2,2292,229 2,2412,241

供給予備力供給予備力 839839 637637 663663 698698 693693 638638 732732 587587 585585 723723 726726

供給予備率供給予備率 58.658.6 44.744.7 46.246.2 48.448.4 47.747.7 43.643.6 49.649.6 39.539.5 39.139.1 48.048.0 47.947.9

【【最大電力需給バランス（最大電力需給バランス（88月）月）】】
（単位：千（単位：千kWkW、、%%））

設備投資計画設備投資計画設備投資計画設備投資計画（（（（電気事業電気事業電気事業電気事業設備投資計画設備投資計画設備投資計画設備投資計画（（（（電気事業電気事業電気事業電気事業ⅡⅡⅡⅡⅡⅡⅡⅡ））））））））設備投資計画設備投資計画設備投資計画設備投資計画（（（（電気事業電気事業電気事業電気事業設備投資計画設備投資計画設備投資計画設備投資計画（（（（電気事業電気事業電気事業電気事業ⅡⅡⅡⅡⅡⅡⅡⅡ））））））））

71%

48% 49%

14%

14% 14%

12%

33% 31%

3% 5% 7%

0%

20%

40%

60%

80%

100%

2013
(H25)

2018
(H30)

2023
(H35)

石炭 石油 LNG 新ｴﾈ・その他

39% 42% 42%

43% 34% 33%

18%
21% 21%

1% 3% 4%

0%

20%

40%

60%

80%

100%

2013
(H25)

2018
(H30)

2023
(H35)

石炭 石油 LNG 新ｴﾈ・その他

【【年度末設備構成比年度末設備構成比】】

((年度年度))

【【実績実績】】

【【発電電力量構成比発電電力量構成比】】

((構成比構成比))
276万万万万kW 252万万万万kW 254万万万万kW

((構成比構成比))
8,742百万百万百万百万kWh 8,902百万百万百万百万kWh 9,313百万百万百万百万kWh

((年度年度))

【【実績実績】】
注1 他社分を含む
注2 四捨五入の関係で合計値が合わないことがある。

注1 他社分を含む
注2 四捨五入の関係で合計値が合わないことがある。
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これまでのこれまでのこれまでのこれまでの経営環境経営環境経営環境経営環境（～（～（～（～2012）））） 新新新新たなたなたなたな局面局面局面局面（（（（2013～）～）～）～）

概

況

■ 年平均104億円（連結）、84億円（単体）を確保

（2008～12年度実績）

■ 吉の浦火力建設による設備投資負担増加

■ 設備投資負担から、ＦＣＦはマイナスが継続

■ 減価償却費が当面の利益水準を下押し

■ ＬＮＧ導入に伴い、燃料構成が変化

■ 当面、大規模設備投資はなし

■ 2013年度には、ＦＣＦはプラス回復

■ 自己資本比率は緩やかに上昇する見込み

■ 有利子負債の増加抑制

30%

■ コスト低減・効率化の徹底

中期見通中期見通中期見通中期見通しししし中期見通中期見通中期見通中期見通しししし中期見通中期見通中期見通中期見通しししし中期見通中期見通中期見通中期見通しししし

課

題

■ 利益を積み上げ、自己資本比率30%を確保 ■ ＬＮＧの効率的な活用

■ 電力システム改革への対応

■ ガス事業を含め総合エネルギー事業の展開

■ バランスの取れたステークホルダーへの還元

■ 吉の浦LNG火力が営業運転を開始し、財務状況は大きく変化。

■ バランスシート悪化の懸念は後退したものの、収益性の低下が大きな課題。

■ 収益力の回復を通じて、ステークホルダーへのバランスの取れた還元を検討する。

■ ＬＮＧを活用し、ガス事業を含めた総合エネルギー事業へ。
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経営効率化経営効率化経営効率化経営効率化についてについてについてについて経営効率化経営効率化経営効率化経営効率化についてについてについてについて経営効率化経営効率化経営効率化経営効率化についてについてについてについて経営効率化経営効率化経営効率化経営効率化についてについてについてについて

経営効率化経営効率化経営効率化経営効率化のののの取取取取りりりり組組組組みについてみについてみについてみについて経営効率化経営効率化経営効率化経営効率化のののの取取取取りりりり組組組組みについてみについてみについてみについて

・平成・平成2525年以降、極めて厳しい収支が続くことが見込まれるなか、あらゆる費用について最大限のコスト低減に取り組年以降、極めて厳しい収支が続くことが見込まれるなか、あらゆる費用について最大限のコスト低減に取り組

んでいるところ。主なコスト低減策は以下の通り。んでいるところ。主なコスト低減策は以下の通り。

－－ LNGLNG基地設備を対象としたファイナンスリース導入による減価償却費の初期負担軽減（費用の平準化）基地設備を対象としたファイナンスリース導入による減価償却費の初期負担軽減（費用の平準化）

－－ 燃料の市況を踏まえたスポット購入（燃料の市況を踏まえたスポット購入（CC重油等）や亜瀝青炭の継続利用、輸送コスト低減等による燃料費の低減重油等）や亜瀝青炭の継続利用、輸送コスト低減等による燃料費の低減

・平成・平成2525年度は、社内に経営対策タスクフォースを設置し、中長期的な視点で抜本的かつ継続的な効率化施策の検年度は、社内に経営対策タスクフォースを設置し、中長期的な視点で抜本的かつ継続的な効率化施策の検

討を行い、即効性・実行性のある効率化施策を実施。討を行い、即効性・実行性のある効率化施策を実施。

・平成・平成2626年度も、費用全般にわたる中長期的な効率化施策を確実に実施するとともに、聖域を設けることなく更なる徹年度も、費用全般にわたる中長期的な効率化施策を確実に実施するとともに、聖域を設けることなく更なる徹

底したコスト低減・業務効率化施策を検討・実施していく。底したコスト低減・業務効率化施策を検討・実施していく。

経営対策経営対策経営対策経営対策タスクフォースでタスクフォースでタスクフォースでタスクフォースで取取取取りまとめたりまとめたりまとめたりまとめた主主主主なななな施策施策施策施策経営対策経営対策経営対策経営対策タスクフォースでタスクフォースでタスクフォースでタスクフォースで取取取取りまとめたりまとめたりまとめたりまとめた主主主主なななな施策施策施策施策

・石油火力が担っていた周波数調整機能を可能な限りＬＮＧを燃料とする吉の浦火力にシフトさせることによる燃料費・石油火力が担っていた周波数調整機能を可能な限りＬＮＧを燃料とする吉の浦火力にシフトさせることによる燃料費

の低減。の低減。

・安定供給を前提に中期的な効率化を織り込んだ計画的な修繕の実施による費用低減。・安定供給を前提に中期的な効率化を織り込んだ計画的な修繕の実施による費用低減。

・電気事業やガス供給事業、総合エネルギーサービスの展開における需要深耕。・電気事業やガス供給事業、総合エネルギーサービスの展開における需要深耕。
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総合総合総合総合エネルギーサービスのエネルギーサービスのエネルギーサービスのエネルギーサービスの展開展開展開展開総合総合総合総合エネルギーサービスのエネルギーサービスのエネルギーサービスのエネルギーサービスの展開展開展開展開総合総合総合総合エネルギーサービスのエネルギーサービスのエネルギーサービスのエネルギーサービスの展開展開展開展開総合総合総合総合エネルギーサービスのエネルギーサービスのエネルギーサービスのエネルギーサービスの展開展開展開展開

沖電沖電沖電沖電グループグループグループグループ沖電沖電沖電沖電グループグループグループグループ

おおおおおおおお

客客客客客客客客

多様多様多様多様なニーズなニーズなニーズなニーズ多様多様多様多様なニーズなニーズなニーズなニーズ

電電電電電電電電

気気気気気気気気

電電電電電電電電

気気気気気気気気

燃料燃料 供給供給運用形態運用形態

石炭石炭石炭石炭石炭石炭石炭石炭

石油石油石油石油石油石油石油石油

発送配電一体運用発送配電一体運用発送配電一体運用発送配電一体運用

11系統毎系統毎系統毎系統毎にににに一体運用一体運用一体運用一体運用

商品商品

発
電
用

発
電
用

発
電
用

発
電
用

本島本島本島本島

離島離島離島離島

1111

客客客客客客客客

ささささささささ

まままままままま

ワンストップサービスのワンストップサービスのワンストップサービスのワンストップサービスの提供提供提供提供

電気電気電気電気とガスのベストミックスとガスのベストミックスとガスのベストミックスとガスのベストミックス

サービスメニューのサービスメニューのサービスメニューのサービスメニューの拡充拡充拡充拡充

総合総合総合総合エネルギーサービスエネルギーサービスエネルギーサービスエネルギーサービス総合総合総合総合エネルギーサービスエネルギーサービスエネルギーサービスエネルギーサービス

気気気気気気気気気気気気気気気気

ガガガガガガガガ

スススススススス

LNGLNGLNGLNGLNGLNGLNGLNG

販
売
用

販
売
用

販
売
用

販
売
用

販
売
用

販
売
用

販
売
用

販
売
用

タンクローリータンクローリータンクローリータンクローリー

パイプラインパイプラインパイプラインパイプライン

大口供給大口供給大口供給大口供給

卸供給卸供給卸供給卸供給

安定供給安定供給安定供給安定供給のののの確保確保確保確保経済負荷配分経済負荷配分経済負荷配分経済負荷配分



キャッシュフローのキャッシュフローのキャッシュフローのキャッシュフローの見通見通見通見通しについてしについてしについてしについてキャッシュフローのキャッシュフローのキャッシュフローのキャッシュフローの見通見通見通見通しについてしについてしについてしについてキャッシュフローのキャッシュフローのキャッシュフローのキャッシュフローの見通見通見通見通しについてしについてしについてしについてキャッシュフローのキャッシュフローのキャッシュフローのキャッシュフローの見通見通見通見通しについてしについてしについてしについて

・・吉の浦火力発電所建設に係る設備投資の増加により投資吉の浦火力発電所建設に係る設備投資の増加により投資CFCFが増加しが増加し、、20102010（（H22H22））年度年度かか
らら20122012（（H24H24）年度までフリーキャッシュフロー（）年度までフリーキャッシュフロー（FCFFCF））はマイナスはマイナス。。

・・20132013（（H25H25）年度以降は、吉の浦火力発電所建設のため増加傾向にあった設備投資額が、）年度以降は、吉の浦火力発電所建設のため増加傾向にあった設備投資額が、
大きく軽減されることなどから大きく軽減されることなどからFCFFCFはは回復回復。。

■吉の浦火力■吉の浦火力 11号機号機 20122012年年1111月運開月運開
■吉の浦火力■吉の浦火力 22号機号機 20132013年年 55月運開月運開
■吉の浦火力■吉の浦火力 11号機号機 20122012年年1111月運開月運開
■吉の浦火力■吉の浦火力 22号機号機 20132013年年 55月運開月運開

営業ＣＦ営業ＣＦ

2008

(H20)

2009

(H21)

2010

(H22)

2011

(H23)

2012

(H24)

2013

(H25)

2014

(H26)

ＦＣＦＦＣＦ

投資ＣＦ投資ＣＦ
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電力需要電力需要

�� 人口増加等を背景とした需要の増加人口増加等を背景とした需要の増加

�� 民生用の比率が高く、景気変動を受けにくい構造民生用の比率が高く、景気変動を受けにくい構造

�� 沖縄振興策の展開等による県経済の持続的な成長沖縄振興策の展開等による県経済の持続的な成長

競争環境競争環境

�� 単独系統のため、広域融通の枠外単独系統のため、広域融通の枠外

�� 自家発のほとんどが自家消費しており、余剰電源がない自家発のほとんどが自家消費しており、余剰電源がない

�� 需要規模が小さい需要規模が小さい

事業基盤事業基盤事業基盤事業基盤のののの特性特性特性特性事業基盤事業基盤事業基盤事業基盤のののの特性特性特性特性事業基盤事業基盤事業基盤事業基盤のののの特性特性特性特性事業基盤事業基盤事業基盤事業基盤のののの特性特性特性特性

�� 需要規模が小さい需要規模が小さい

電力設備電力設備
�� 単独系統のため、高い供給予備力が必要単独系統のため、高い供給予備力が必要

�� 原子力や水力の開発が困難であり、化石燃料のみに頼る電源構成原子力や水力の開発が困難であり、化石燃料のみに頼る電源構成

燃料燃料 �� 化石燃料のみであり、価格高騰による影響大化石燃料のみであり、価格高騰による影響大

離島離島
�� 費用に占める燃料費の割合が高く、高コスト構造のため恒常的に費用に占める燃料費の割合が高く、高コスト構造のため恒常的に
赤字を計上赤字を計上

環境環境 �� 環境負荷の高い化石燃料に依存環境負荷の高い化石燃料に依存
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電力電力電力電力システムシステムシステムシステム改革改革改革改革のののの目的目的目的目的 主主主主なななな制度改革制度改革制度改革制度改革

○2013年(H25)4月、小売全面自由化や発送電分離等に関する方向性が示された「電力システムに関する改革方針」が閣議決定された。

○同方針を踏まえ、2013年(H25)11月に成立した「電気事業法の一部を改正する法律」において、改革の実施を3段階に分け、各段階において
課題克服のための十分な検証を行い、その結果を踏まえた必要な措置を講じながら改革を行うとされている。同法律において、沖縄につい
ては、「沖縄地域における電気事業の特殊性を踏まえた措置」を講ずるとされている。

○総合資源エネルギー調査会 基本政策分科会 電力システム改革小委員会 第4回制度設計ＷＧ（2013年（H25）12月9日開催）において、沖
縄地域における電力システム改革の方向性について、小売全面自由化に関しては本土と同様に実施、法的分離は将来的な検討課題と整
理された。また、卸電気事業者の電源の売電先の多様化に向けた取り組みについて検討するとされた。

広域広域広域広域系統系統系統系統
運用運用運用運用のののの拡大拡大拡大拡大

電力電力電力電力システムシステムシステムシステム改革改革改革改革電力電力電力電力システムシステムシステムシステム改革改革改革改革

内容内容内容内容 実施時期実施時期実施時期実施時期 法案提出時期法案提出時期法案提出時期法案提出時期

【第1 段階】
広域的運営推進機関の設立

平成27 年（2015 年）を目
途に設立

平成25 年（2013 年）11月
13 日成立

改革改革改革改革プログラムプログラムプログラムプログラム

１．安定供給の確保

２．電気料金を最大限抑制

３．需要家の選択肢拡大

小売小売小売小売全面全面全面全面
自由化自由化自由化自由化

送配電部門送配電部門送配電部門送配電部門
のののの中立化中立化中立化中立化

○小売全面自由化については、選択肢の拡大がお客さま利益に資することを前提に、電気事業者として適切に対応していく。

○卸電気事業者の電源の売電先の多様化に向けた取り組みについては、沖縄地域における卸の活性化という方向性について真摯に受け
止め、安定供給との両立を念頭に競争環境整備の検討に協力していく。

○いずれにしても、沖縄地域における電気事業の特殊性を踏まえ、真にお客さま利益につながる電力システムの実現に向けて適切に対応
していく。

【第2 段階】

電気の小売業への参入の全
面自由化

平成28 年（2016 年）を目
途に実施

平成26 年（2014 年）通常
国会において審議中

【第3 段階】

法的分離による送配電部門
の中立性の一層の確保、電
気の小売料金の全面自由化

平成30 年から平成32 年
まで（2018 年から2020 

年まで）を目途に実施

平成27 年（2015 年）通常

国会に法案提出することを
目指すものとする
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本資料には、将来の業績に関する記述が含まれております。こうした記述は本資料には、将来の業績に関する記述が含まれております。こうした記述は

推測・予測に基づくものであり、確約や保証を与えるものではありません。推測・予測に基づくものであり、確約や保証を与えるものではありません。

将来の業績は、経営環境に関する前提条件の変化などに伴い、変化するこ将来の業績は、経営環境に関する前提条件の変化などに伴い、変化するこ

とにご留意ください。とにご留意ください。

本資料に関するお問合せ先本資料に関するお問合せ先

〒〒901901--26022602

沖縄県浦添市牧港五丁目沖縄県浦添市牧港五丁目22番番11号号

沖縄電力株式会社沖縄電力株式会社

経理部経理部 財務課財務課 IRIR担当担当

TEL TEL ：： 098098--877877--23412341

FAX FAX ：： 098098--879879--13171317

Email Email ：： ir@okiden.co.jpir@okiden.co.jp


